
第４節 騒音                                       

１ 現況 

(1) 環境基準 

騒音は、人の感覚に直接影響を与え、日常生活の快適さを損なうことで問題となることが多

く、感覚公害と呼ばれている。 

騒音に係る環境基準は、環境基本法第16条第１項の規定に基づき、人の健康を保護し、生活

環境を保全する上で維持されることが望ましい基準として、一般地域及び道路に面する地域の

それぞれについて地域の類型・区分及び時間の区分ごとに基準値が設定されている（資料編５

－１参照）。 

騒音に係る環境基準の類型指定は、国において土地利用の用途に応じて類型別に基準値が示

され、これに基づいて、当該地域の土地利用形態に応じて都道府県知事又は市長が行う。本県

では、表２－６－34のとおり都市計画法の用途地域等を勘案し、10市１町において地域指定が

行われている。 

また、航空機騒音については、音が間欠的であり、他の騒音と評価方法が異なるため、航空

機騒音に係る環境基準が定められており、飛行場周辺における航空機騒音による被害を防止す

るための発生源対策、障害防止対策等の各種施策を総合的に推進するに際しての目標とされて

いる。本県では、松山空港周辺について、通常の生活を保全する必要のある地域として、表２

－６－35のとおり、環境基準の指定を行っている。 

なお、近年の騒音測定器の進歩や国際動向を踏まえ、「航空機騒音に係る環境基準について

（昭和48年12月環境庁告示）」の一部改正（平成19年12月環境省告示）により、航空機騒音の

評価指標が平成25年４月から「ＷＥＣＰＮＬ」から「Ｌｄｅｎ」へ変更された。 

 

表２－６－34 騒音環境基準地域の指定状況 

告示年月日       施行年月日       指  定  市  町  名 備 考

昭和56年４月10日 昭和56年５月１日
新居浜市、西条市、川之江市、伊予三島市 
東予市、土居町、小松町、丹原町 

 

昭和57年５月11日 昭和57年６月１日
松山市、今治市、宇和島市、八幡浜市、大洲市、 
伊予市、北条市、重信町、松前町、長浜町 

 
 

平成９年４月４日 
 

平成９年５月１日
 

松山市、今治市、宇和島市、八幡浜市、 
新居浜市、西条市、大洲市、川之江市、 
伊予三島市、伊予市、北条市、東予市、土居町、 
小松町、丹原町、重信町、松前町、長浜町 

 
見直し

 
平成11年３月19日 

 

 
平成11年４月１日

 

松山市、今治市、宇和島市、八幡浜市、 
新居浜市、西条市、大洲市、川之江市、 
伊予三島市、伊予市、北条市、東予市、土居町、 
小松町、丹原町、重信町、松前町、長浜町 

 
見直し

平成14年６月21日 平成14年７月１日 今治市、北条市、松前町、長浜町 見直し

平成16年３月30日 平成16年４月１日 松山市、伊予市 見直し

平成17年３月29日 平成17年３月29日 松山市 見直し

平成18年４月７日 平成18年４月７日 今治市 見直し

平成19年４月27日 平成19年４月27日 松山市、大洲市 見直し

平成20年４月15日 平成20年４月15日 松前町 見直し

平成21年４月７日 平成21年４月７日 今治市、新居浜市 見直し

平成22年４月27日 平成22年４月27日 今治市 見直し
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平成24年２月24日 平成24年３月1日 八幡浜市 見直し

平成24年３月16日 平成24年４月1日 市への権限委譲  

平成25年２月20日 平成25年２月20日 新居浜市 見直し

平成26年３月31日 平成26年３月31日 松山市 見直し

 

表２－６－35 航空機騒音に係る環境基準地域の指定状況 

告示及び施行年月日 指定市町名 地域の類型 環境基準 評価指標 

昭和59年３月６日 松山市 Ⅱ 62以下 Lden（時間帯補正等価騒音レベル） 

 注 Ⅱ類型の範囲は、図２－６－３のとおり 

 

(2) 騒音測定結果 

平成25年度に類型指定地域を有する市町が実施した騒音測定結果によれば、一般地域（道路

に面する地域以外の地域）の騒音環境基準達成状況は、表２－６－36のとおり、県内の調査地

点（38地点）のうち、昼間及び夜間とも環境基準を達成したのは、32点（84％）（前年度81％）

である。 

地域類型別に見た場合、Ａ類型地域で100％（前年度88％）、Ｂ類型地域で91％（前年度90％）、

Ｃ類型地域で64％（前年度56％）となっている（資料編５－２参照）。 

表２－６－36 環境基準達成状況（一般地域）             地点数（達成率） 

地域の 
類 型 

調 査 
地点数 

時 間 の 区 分 
全ての時間 
区分で達成 

昼   間 
（午前６時～午後10時） 

夜   間 
（午後10時～午前６時） 

Ａ ５  ５( 100％ )  ５( 100％ )  ５( 100％ ) 

Ｂ 22 22( 100％ ) 20( 91％ ) 20( 91％ ) 

Ｃ 11 10( 91％ )  ７( 64％ )  ７( 64％ ) 

計 38 37( 97％ ) 32( 84％ ) 32( 84％ ) 

   注 「Ａ類型」とは、専ら住居の用に供される地域をいう。 

     「Ｂ類型」とは、主として住居の用に供される地域をいう。 

     「Ｃ類型」とは、住居、商業、工業等の用に供される地域をいう。 

道路に面する地域（自動車交通騒音）については、平成11年度までは騒音環境基準類型指定

地域を有する市町村が個別、自主的に調査を行ってきたが、地方分権一括法による騒音規制法

の改正により、平成12年４月１日から、自動車騒音の常時監視が新たに都道府県、政令指定都

市、中核市等の事務となり、さらに第２次一括法による騒音規制法の改正により、平成24年４

月１日から全ての市の事務となった。 

なお、環境基準の達成状況の評価方法は、従来の地域を代表する測定点における評価（点的

評価）から、個別の住居等のうち騒音レベルが基準値を超過する戸数及び超過する割合による

評価（面的評価）へ変更された。 

平成25年度の自動車交通騒音の調査結果（面的評価）は、調査対象区間の住家等の全戸数

6,199戸のうち6,157戸が環境基準を達成し、環境基準達成率は99％であり、時間帯別では、昼

間（６時～22時）の達成率は99％、夜間（22時～６時）の達成率は99％である。（資料編５－

３参照） 

平成25年度の松山空港周辺における航空機騒音の測定結果は、表２－６－37のとおり、すべ

ての地点で環境基準を達成している。 
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   表２－６－37 松山空港周辺の航空機騒音測定結果          （単位：Lden） 

  地点 
 
年度 

①  南 吉 田 
(南吉田公民館) 

②  西 垣 生 
(職業訓練支援セン

ター) 

③ 東 垣 生 
(東垣生センター) 

④ 余   戸 
(余戸南センター)

25 53 55 55 54 

注 環境基準（62Lden以下） 

 

 

 

 

 (3) 苦情 

例年、騒音に関する苦情は、公害に関する苦情の中でも高い割合を占めている。 

騒音の発生源には、工場・事業場、建設作業、交通機関等があるが、本県の騒音苦情の内訳

は、表２－６－38のとおり85件であり、工場の騒音が苦情全体の46％を占めている。なお、身

近にある一般的な騒音レベルの例を表２－６－39に示す。 

 

表２－６－38 平成25年度発生源別騒音苦情件数（松山市除く） 

種類 
区分 

工 場 
騒 音 

建設作 
業騒音 

自動車
騒 音

航空機
騒 音

鉄 道
騒 音

深夜営 
業騒音 

その他 
騒 音 

計 

苦情件数(件) 39 6 6 0 0 7 27 85 

比  率(％) 46 7 7 0 0 8 32 100 
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表２－６－39 一般的な騒音レベル 

騒音レベル 事      例 道路交通騒音(屋外)に対する住民意識

１２０デシベル 飛行機のエンジンの近く                         

１１０デシベル 自動車の警笛（前方２ｍ）、リベット打ち          

１００デシベル 電車が通る時のガード下                          

 ９０デシベル 騒々しい工場の中、犬の鳴き声（正面５ｍ）       非常に不快との回答率：約70％ 

 ８０デシベル 地下鉄の車内、ピアノ（正面１ｍ）               非常に不快との回答率：40～50％

 ７０デシベル 騒々しい事務所の中、騒々しい街頭              非常に不快との回答率：約20％ 

 ６０デシベル 静かな乗用車、普通の会話                       非常に不快との回答率：約10％ 

 ５０デシベル 静かな事務所                                   非常に不快との回答率：0％に近い

 ４０デシベル 市内の深夜、図書館、静かな住宅地の昼            

 ３０デシベル 郊外の深夜、ささやき声                          

 ２０デシベル 木の葉のふれあう音､置時計の秒針の音(前方１ｍ)  

財団法人日本環境協会調べ 

２ 対策 

(1) 規制の概要 

  ① 騒音規制の体系 

工場・事業場、建設作業、道路交通等から発生する騒音は、騒音規制法及び愛媛県公害防

止条例によって規制されており、都道府県知事又は市長が規制地域の指定及び規制基準の設

定を行い、工場・事業場の監視、測定、基準超過の場合の改善命令等の規制は、市町長が行

うこととされている。 

  ② 騒音規制地域の指定 

住宅が集中している地域、病院、学校の周辺の地域、その他の騒音を防止するための生活

環境を保全する必要がある地域は、騒音規制法に基づき、騒音規制地域として指定されてい

る。本県では、表２－６－40のとおり、都市計画法の用途地域等を勘案して10市１町につい

て地域指定が行われている。 

表２－６－40 騒音規制地域の指定状況 

告 示年月 日       施 行年月 日       指  定  市  町  名 備考 

昭和44年８月22日 昭和44年10月１日 松山市、今治市、新居浜市  

昭和45年10月27日 昭和45年11月20日 西条市  

昭和46年８月24日 昭和46年９月１日 宇和島市、川之江市、伊予三島市  

昭和47年９月19日 昭和47年９月28日 八幡浜市、大洲市、伊予市、北条市、東予市  

昭和48年11月30日 昭和49年１月１日
土居町、小松町、丹原町、重信町、松前町、 

長浜町 

 

昭和51年６月22日 昭和51年７月１日 松山市、今治市、新居浜市、西条市 見直し 

昭和52年９月20日 昭和52年10月１日 宇和島市、川之江市、伊予三島市 見直し 

昭和53年12月22日 昭和54年１月１日 大洲市、伊予市、北条市、東予市 見直し 

平成９年４月４日 平成９年５月１日

松山市、今治市、宇和島市、八幡浜市、 

新居浜市、西条市、大洲市、川之江市、 

伊予三島市、伊予市、北条市、東予市、土居町、 

小松町、丹原町、重信町、松前町、長浜町 

見直し 

平成12年３月31日 平成12年４月１日

今治市、宇和島市、八幡浜市、新居浜市、 

西条市、大洲市、川之江市、伊予三島市、 

伊予市、北条市、東予市、土居町、小松町、 

丹原町、重信町、松前町、長浜町 

中核市移行に伴い松
山市を除外 

平成14年６月21日 平成14年７月１日 今治市、北条市、松前町、長浜町 見直し 

平成16年３月30日 平成16年４月１日
伊予市 

今治市、新居浜市 

見直し 

権限委譲に伴い除外
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平成16年12月28日 平成17年１月１日
宇和島市、八幡浜市、西条市、大洲市、 

四国中央市、伊予市、東温市、松前町、長浜町 

合併に伴い北条市を
除外 

平成16年12月28日 平成17年１月11日 大洲市 合併に伴い変更 

平成19年４月27日 平成19年４月27日 大洲市 見直し 

平成20年４月15日 平成20年４月15日 松前町 見直し 

平成24年２月24日 平成24年３月1日 八幡浜市 見直し 

平成24年３月16日 平成24年４月1日 市への権限委譲  

平成25年２月20日 平成25年２月20日 新居浜市 見直し 

平成26年３月31日 平成26年３月31日 松山市 見直し 

(2) 工場・事業場騒音 

工場・事業場騒音は、騒音規制法の指定地域内の金属加工機械等の特定施設（工場・事業場

に設置される施設のうち、著しい騒音を発生する施設）を設置している工場・事業場が規制の

対象となるが、県内の特定工場等の総数は、平成25年度末現在、騒音規制法に基づくものが

1,452事業場（松山市を除く。）、県公害防止条例に基づくものが1,001事業場である（資料編

５－４～５－６参照）。このうち、騒音規制法に基づく特定施設は、空気圧縮機等が約47％、

織機が約33％となっており、県公害防止条例に基づく騒音発生施設は、ねん糸機が約46％、冷

凍機が約36％となっている。 

特定工場等には規制基準の遵守義務が課せられており、市町長は、特定工場等から発生する

騒音が規制基準に適合しないことにより周辺の生活環境が損なわれると認められる場合に、計

画変更勧告や改善勧告、さらに、改善命令を行うことができるが、平成25年度には、改善勧告

等は行われていない。 

 (3) 建設作業騒音 

建設作業騒音は、騒音規制法に基づく特定建設作業及び県公害防止条例に基づく特定作業が

規制の対象となるが、平成25年度の届出状況は、944件である（資料編５－７、５－８参照）。

このうち、騒音規制法に基づく特定建設作業は、バックホウを使用する作業が約44％を占め、

県公害防止条例に基づく特定建設作業は、ブルドーザー、パワーショベル等を使用する建設作

業だけである。 

市町長は、特定建設作業から発生する騒音が規制基準に適合しないことにより周辺の生活環

境が損なわれると認められる場合に、計画変更勧告や改善勧告、さらに、改善命令を行うこと

ができるが、平成25年度には、改善勧告等は行われていない。 

なお、環境大臣が指定する一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないバックホウ、トラ

クターショベル等を用いる建設作業については、騒音規制法に基づく特定建設作業の届出対象

外となっており、低騒音型建設機械の開発・普及が進められている。 

(4) 交通騒音 

① 自動車騒音 

自動車騒音については、自動車本体から発生する騒音と、道路交通騒音の両面から、規制

がなされている。 

自動車本体から発生する騒音については、自動車構造の改善により、自動車単体から発生

する騒音の大きさそのものを減らす発生源対策としての規制が行われており、環境省では、

車種、大きさ別に加速走行騒音、定常走行騒音及び近接排気騒音に区別して許容限度を定め、
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規制が開始された昭和46年以降、段階的に規制が強化されてきており、特に、近接排気騒音

規制は、不正改造車等の取締りに効果を上げている（資料編５－９参照）。 

一方、道路交通騒音の規制については、指定地域内における自動車騒音の大きさの限度（要

請限度）が定められている。 

騒音規制地域を有する市町長は、自動車騒音の測定を行った場合に必要があると認めると

きは、道路管理者又は関係行政機関の長に意見を述べることができるほか、騒音レベルが自

動車騒音の大きさの限度を超えることにより道路周辺の生活環境が著しく損なわれると認

めるときは、県公安委員会に対して交通規制等の措置を要請することができるが、平成25年

度は、要請等は行われていない。 

このほか、自動車の騒音問題を抜本的に解決するため、自動車構造の改善による騒音の低

減に加え、走行状態の改善等の発生源対策、交通流対策、道路構造対策、沿道対策等の諸施

策を総合的に推進している（資料編５－10参照）。 

 

② 航空機騒音 

航空機のジェット化の進展等は、交通利便の飛躍的増大をもたらした反面、空港周辺地域

において航空機騒音問題を引き起こした。このような航空機騒音問題を解決するため、発生

源対策、空港周辺対策等の諸施策を推進している。 

公共用飛行場における航空機騒音対策は、機材の改良や発着規制等による発生源対策、滑

走路の移転や空港内緩衝緑地・防音林の設置等を行う空港構造の改良及び計画的土地利用や

防音工事・移転補償等を行う空港周辺対策に大別される。 

松山空港においては、「公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関す

る法律」に基づく対策が、表２－６－41のとおり実施されている。 

 

表２－６－41 騒音対策区域指定の経緯及びその対策 

○昭和49年６月７日 松山空港は、特定飛行場に指定 

○昭和49年11月25日 第１種区域(WECPNL85)、第２種区域(WECPNL90)、 

第３種区域(WECPNL95)の指定 

○昭和54年７月10日 第１種区域(WECPNL80)の拡大 

○昭和57年３月30日 第１種区域(WECPNL75)の拡大 

○平成23年10月１日 第１種区域(WECPNL75)の指定一部解除 

○平成25年４月１日 航空機騒音を表す単位がWECPNLからLden(デシベル)に変更 

○平成25年10月１日 第２種区域(Lden73デシベル)、第３種区域(Lden76デシベル)の 

指定解除 

 

区域の区分 24年度までの基準 25年度以降の基準 対   策 

第１種区域 W値75以上 Lden62デシベル以上 住宅防音工事の助成等 

第２種区域 W値90以上 Lden73デシベル以上 移転補償等 

第３種区域 W値95以上 Lden76デシベル以上 緩衝緑地帯等の整備等 

 

空港周辺対策の進捗状況は、表２－６－42のとおりである。 
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表２－６－42  松山空港周辺環境対策事業進捗状況(国費対象事業)  (平成26年３月末) 

（注） 平成23年10月１日の第1種区域の指定一部解除に伴い、各種事業の対象世帯数、台数が変更

となった。ただし、民家防音工事の各事業費については、対象変更前のものも含む。 

（参考）松山空港では、安全に支障のない限度において原則として、海側から飛行機が進入・着陸し、

海側へ離陸する優先滑走路方式（騒音の軽減を図るため、可能な限り人家の少ない方向へ離着陸させ

る運航方式）を採用している。 

 

 

 

 

事  業  名 

対 象 

 

Ａ 

希 望 

（申請） 

Ｂ 

25 年 度 ま で の 実 績 

実 績 
 
Ｃ 

希望に対す

る実施率 

Ｃ／Ｂ(％)

進捗率 
（数量ベース） 

Ｃ／Ａ(％) 

事業費 
 

（百万円）

移
転
補
償 

土   地 
（第３種区域、第２種

区域の宅地） 
340,000㎡ 249,722㎡ 249,722㎡ 100 73.4  9,455

建  物  等 

（第２種区域） 
253戸 148戸 148戸 100 58.5 2,784

民 

家 

防 

音 

工 

事 

民家防音工事 

（第１種区域） 
450世帯 439世帯 439世帯 100 97.6 4,689

告示日後住宅の 

民家防音工事 
（第１種区域） 

42世帯 35世帯 35世帯 100 83.3 306

空気調和機器の 

更新工事① 
（第１種区域） 

設置後 10 年を経
過し、故障又はそ
のおそれのある
機器 

1,052台 1,052台 100 － 798

告示日後住宅の 
空気調和機器の 

更新工事① 
（第１種区域） 

告示日後住宅に
係る設置後 10 年
を経過し、故障又
はそのおそれの
ある機器 

97台 97台 100 － 17

空気調和機器の 

更新工事② 
（第１種区域） 

更新工事①後 10
年を経過し、故障
又はそのおそれ
のある機器 

630台 630台 100 － 195

共同利用施設整備 
（Lden57デシベルの区域）

４箇所 ４箇所 ４箇所 100 100.0 206

緩衝緑地帯整備 
（第３種区域） 

移転跡地 － 7.4ha － － 637

エア・フロント・オアシス整備 
（第２種区域） 

移転跡地 － 3,231ｍ2 － － 300

周辺環境基盤施設整備
（第２種区域） 

移転跡地 － 14,122ｍ2 － － 212

計 － － － － － 19,599
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(5) その他騒音対策 

① 拡声機による騒音 

拡声機による騒音の規制は、県公害防止条例に基づき、商業宣伝の拡声機及び商業宣伝の

航空機の拡声機の使用制限、拡声機を使用する場合の遵守事項等について定めている。その

内容は、資料編５－11のとおりである。 

② 大型店の立地に係る騒音対策 

大規模小売店舗立地法の規定に基づき、大型店舗（店舗面積が1,000ｍ２を超える店舗）の

新設や増床、営業時間延長などの届出があった場合に、店舗の営業活動に伴い発生する騒音

について店舗設置者が講じようとする対策が適切であるか否かを審査し、適切な配慮がなさ

れていない場合は、当該設置者に対し意見を述べることにより店舗周辺地域における生活環

境の保持に努めている。 

（主な検討内容） 

・施設の配置や構造、荷さばき作業や廃棄物処理作業に伴う騒音、駐車場からの騒音等につ

いて適切な対策が講じられているか。 

・騒音予測結果が環境基準及び騒音規制法に適合しているか。 

表２－６－43 大規模小売店舗立地法に基づく届出状況       平成26年３月末現在 

年度 
新設 変更 合計 

（件） 1,000ｍ２超 3,000ｍ２超 増床 時間延長 その他 

12～24 87 50 19 177 78 411 

25 10 3 0 6 8 27 

合 計 97 53 19 183 86 438 

注 12年度は大店立地法施行（12年6月）以降の件数。名称変更、承継、廃止、取下は除く。 

 (6) 低周波音 

① 低周波音問題 

低周波音とは、人の耳には聞き取りにくい低い周波数の音がガラス窓などを振動させたり、

人体に影響を及ぼしたりするもので、明確な定義はないが、人の耳に聞こえる範囲（20～

20,000ヘルツ）より低い周波数の音（１～20ヘルツ程度、超低周波音）と、聞こえる範囲だ

が聞き取りにくい周波数の音（20～100ヘルツ程度）のことをいう。 

低周波音による被害は、建具や窓のがたつき等の物的影響、圧迫感、振動感等の心理的影

響、頭痛等の生理的影響、睡眠妨害等が挙げられる。主要な発生源としては、送風機などの

工場機械、船舶、ジェットエンジンなどの交通機関、発破などが考えられている。 

② 低周波音測定体制の整備 

低周波音に関しては、これまで統一的な測定方法が定められていなかったが、ＩＳＯで超 

低周波音の測定方法に関する規格が定められ、また、低周波音の専門の測定機器が市販され 

るようになったことから、環境省において、平成12年10月に、「低周波音の測定方法に関す 

るマニュアル」が定められた。 

これに伴い、本県も衛生環境研究所に低周波音測定器を整備し、必要に応じ低周波音の測

定を行っている。 
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